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議案第８４号 

 

令和７年度釧路市一般会計補正予算 

 

令和７年度釧路市の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１,５７０,８０８千円を追

加し、歳入歳出それぞれ１０９,２３４,９９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正）  

第２条 債務負担行為の廃止及び追加は、「第２表 債務負担行為補正」に

よる。 

 

令和７年９月４日提出  

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

15 国 庫 支 出 金 24,127,667 5,200 24,132,867

2 国 庫 補 助 金 4,749,297 5,200 4,754,497

17 財 産 収 入 393,393 192,653 586,046

2 財 産 売 払 収 入 194,312 192,653 386,965

18 寄 附 金 2,715,201 11,350 2,726,551

1 寄 附 金 2,715,201 11,350 2,726,551

19 繰 入 金 4,393,631 1,276,684 5,670,315

2 基 金 繰 入 金 4,375,791 1,276,684 5,652,475

20 繰 越 金 1 84,656 84,657

1 繰 越 金 1 84,656 84,657

21 諸 収 入 3,959,923 265 3,960,188

5 雑 入 757,166 265 757,431

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項

歳 入 合 計 107,664,185 1,570,808 109,234,993
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　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 議 会 費 301,425 367 301,792

1 議 会 費 301,425 367 301,792

2 総 務 費 10,003,814 1,522,603 11,526,417

1 総 務 管 理 費 9,692,653 1,472,603 11,165,256

2 徴 税 費 183,191 50,000 233,191

3 民 生 費 36,492,287 300 36,492,587

1 社 会 福 祉 費 8,536,945 300 8,537,245

6 農 林 水 産 業 費 1,308,505 4,987 1,313,492

1 農 業 費 743,180 1,000 744,180

3 水 産 業 費 116,661 3,987 120,648

7 商 工 費 4,002,494 18,439 4,020,933

1 商 工 費 4,002,494 18,439 4,020,933

8 土 木 費 6,137,514 20,000 6,157,514

4 都 市 計 画 費 28,942 20,000 48,942

9 港 湾 費 1,646,876 3,062 1,649,938

1 港 湾 費 1,646,876 3,062 1,649,938

11 教 育 費 8,436,090 1,050 8,437,140

6 社 会 教 育 費 1,965,780 1,050 1,966,830

款 項

歳 出 合 計 107,664,185 1,570,808 109,234,993
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追　　　加

施 設 管 理 運 営 委 託 費 令和８年度から令和12年度まで
必要とする当該年度の予
算で措置する額

広報くしろ等制作業務委託費 令和８年度
必要とする当該年度の予
算で措置する額

廃
　
止

補正前
帳 票 印 刷 等 業 務 委 託 費

令和８年度から令和12年度まで 116,182

補正後 － －

第２表　　債　務　負　担　行　為　補　正

区 分 事 項 期 間 限　　度　　額
千円
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1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

15

17

18

19

20

21

　　（歳　　出）

国道支出金 市 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 議 会 費 301,425 367 301,792 0 0 0 367

2 総 務 費 10,003,814 1,522,603 11,526,417 5,200 0 202,918 1,314,485

3 民 生 費 36,492,287 300 36,492,587 0 0 300 0

6 農林水産業費 1,308,505 4,987 1,313,492 0 0 0 4,987

7 商 工 費 4,002,494 18,439 4,020,933 0 0 15,000 3,439

8 土 木 費 6,137,514 20,000 6,157,514 0 0 0 20,000

9 港 湾 費 1,646,876 3,062 1,649,938 0 0 0 3,062

11 教 育 費 8,436,090 1,050 8,437,140 0 0 1,050 0

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国 庫 支 出 金 24,127,667 5,200 24,132,867

財 産 収 入 393,393 192,653 586,046

寄 附 金 2,715,201 11,350 2,726,551

繰 入 金 4,393,631 1,276,684 5,670,315

繰 越 金 1 84,656 84,657

特 定 財 源

諸 収 入 3,959,923 265 3,960,188

1,346,340

歳 入 合 計 107,664,185 1,570,808 109,234,993

款 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

一般財源

歳 出 合 計 107,664,185 1,570,808 109,234,993 5,200 0 219,268
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議案第８５号 

 

令和７年度釧路市後期高齢者医療特別会計補正予算 

 

令和７年度釧路市の後期高齢者医療特別会計補正予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５,５００千円を追加し、

歳入歳出それぞれ３,０７９,１６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の追加） 

第２条 予算第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。  

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をするこ

とができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

２ 予算第１表の次に次の１表を加える。 

第２表 債務負担行為 （別 紙） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 後 期 高 齢 者 3,073,663 5,500 3,079,163

医 療 収 入 5 国 庫 支 出 金 0 5,500 5,500

3,073,663 5,500 3,079,163

　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 後期高齢者医療費 3,073,663 5,500 3,079,163

1 総 務 費 49,171 5,500 54,671

3,073,663 5,500 3,079,163

款 項

歳 出 合 計

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳 入 合 計

款 項
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後期高齢者医療システム改修事業費 令和８年度 4,400

事 項 期 間 限　　度　　額
千円

第２表　　債　務　負　担　行　為
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1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

5

　　（歳　　出）

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 49,171 5,500 54,671 5,500 0 0 0

3,073,663 5,500 3,079,163 5,500 0 0 0

補 正 額 の 財 源 内 訳

補 正 額
一般財源

3,079,163

0 5,500

市 債 そ の 他
計

国道支出金

5,500

5,500

歳入歳出補正予算事項別明細書

項 補 正 額 計補 正 前 の 額

歳 出 合 計

3,073,663歳 入 合 計

項 補正前の額

国 庫 支 出 金
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議案第８６号 

 

令和７年度釧路市介護保険特別会計補正予算 

 

令和７年度釧路市の介護保険特別会計補正予算は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２０９,６９

９千円を追加し、歳入歳出それぞれ１８,４９４,８４６千円とする。  

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後  

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年９月４日提出  

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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（保険事業勘定）

　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 介 護 保 険 収 入 18,285,147 209,699 18,494,846

2 国 庫 支 出 金 4,436,810 15,400 4,452,210

6 繰 入 金 3,365,738 194,299 3,560,037

18,285,147 209,699 18,494,846

　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 介 護 保 険 費 18,285,147 209,699 18,494,846

1 総 務 費 481,652 15,400 497,052

5 諸 支 出 金 28,040 194,299 222,339

18,285,147 209,699 18,494,846

款 項

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳 出 合 計

款 項

歳 入 合 計
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（保険事業勘定）

1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

2

6

　　（歳　　出）

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 481,652 15,400 497,052 15,400 0 0 0

5 諸 支 出 金 28,040 194,299 222,339 0 0 194,299 0

18,285,147 209,699 18,494,846 15,400 0 194,299 0

歳入歳出補正予算事項別明細書

項 補 正 額 計補 正 前 の 額

歳 出 合 計

18,285,147歳 入 合 計

項 補正前の額 補 正 額

18,494,846

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

209,699

国道支出金 市 債 そ の 他 一般財源

国 庫 支 出 金 4,436,810 15,400 4,452,210

繰 入 金 3,365,738 194,299 3,560,037
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議案第８７号 

 

令和７年度釧路市動物園事業特別会計補正予算 

 

令和７年度釧路市の動物園事業特別会計補正予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１,６６５千円を追加し、

歳入歳出それぞれ４５４,３６７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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　　　歳　　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 動物園事業収入 452,702 1,665 454,367

4 寄 附 金 61 1,665 1,726

452,702 1,665 454,367

　　　歳　　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 動 物 園 事 業 費 452,702 1,665 454,367

1 事 業 費 428,812 1,665 430,477

452,702 1,665 454,367

款 項

歳 出 合 計

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳 入 合 計

款 項
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1 　総　　括

　　（歳　　入）

千円 千円 千円

4

　　（歳　　出）

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 事 業 費 428,812 1,665 430,477 0 0 1,665 0

452,702 1,665 454,367 0 0 1,665 0

61

歳 出 合 計

452,702歳 入 合 計

項 補正前の額 補 正 額 計
市 債

1,726寄 附 金

歳入歳出補正予算事項別明細書

項 補 正 額 計補 正 前 の 額

そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

1,665

一般財源

454,367

国道支出金

1,665
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議案第８８号 

 

令和７年度釧路市病院事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度釧路市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量）  

第２条 令和７年度釧路市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２

条に定めた業務の予定量を、次のとおり改める。 

（３）主要な建設改良事業 

  ア 新棟建設等事業  ６，７１５，８９０千円 

７か年継続事業の３年次目  

（収益的支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を、次のとおり補正する。 

（科   目）   （既決予定額）（補正予定額）（  計  ） 

支               出 

第１款 病 院 事 業 費 用 21,886,731千円  △118千円 21,886,613千円 

第２項 医 業 外 費 用   340,004千円  △118千円    339,886千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「７，９９８千円」を「８，１１６千円」

に、「１，２４６，３０７千円」を「１，２４６，１８９千円」に改め、

資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額）（補正予定額）（  計  ） 

収               入 

第１款 資 本 的 収 入 7,179,982千円  88,000千円  7,267,982千円 

第１項 企 業 債 7,170,800千円   88,000千円  7,258,800千円 

支               出 
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第１款 資 本 的 支 出 8,434,287千円  88,000千円  8,522,287千円 

第１項 建 設 改 良 費 7,170,986千円   88,000千円  7,258,986千円 

（継続費） 

第５条 既定の継続費の総額及び年割額を、次のとおり補正する。 

区 分 款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

 

 
      

 

千円  
令和５ 

千円 

0 

変 

 

 

 

 

 

更 

補
正
前 

１ 

資
本
的
支
出 

１ 

建
設
改
良
費 

新 棟 建 設 等 

事 業 

 
令和６ 1,453,210 

令和７ 6,627,890 

39,218,000 令和８ 27,176,571 

 

令和９ 2,173,292 

令和10 633,369 

令和11 1,153,668 

補
正
後 

 
令和５ 0 

令和６ 1,453,210 

令和７ 6,715,890 

39,306,000 令和８ 27,176,571 

 

令和９ 2,173,292 

令和10 633,369 

令和11 1,153,668 

（企業債） 

第６条 予算第６条に定めた起債の限度額を、次のとおり補正する。 

区 分 起 債 の 目 的 
限     度     額 

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

変 更 院 舎 増 改 築 費 
千円 

6,627,800 

千円 

88,000 

千円 

6,715,800 

計 7,170,800 88,000 7,258,800 
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令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

- 49 -



- 50 -



収
益

的
支

出

支
　

　
　

出
（
単

位
　

千
円

）

1

2

5
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税

資
本

的
収

入
及

び
支

出

収
　

　
　

入
（
単

位
　

千
円

）

1

1

1
院

舎
増

改
築

費

支
　

　
　

出
（
単

位
　

千
円

）

1

1

1
新

棟
建

設
等

事
業

費
（
７

か
年

継
続

事
業

の
３

年
次

目
）

院
舎

増
改

築
費

6,
62

7,
89

0
88

,0
00

6,
71

5,
89

0
88

,0
00

建
設

改
良

費
7,

17
0,

98
6

88
,0

00
7,

25
8,

98
6

計
備

考

資
本

的
支

出
8,

43
4,

28
7

88
,0

00
8,

52
2,

28
7

款
項

目
既

決
予

定
額

補
正

予
定

額

88
,0

00
7,

17
0,

80
0

88
,0

00
7,

25
8,

80
0

企
業

債
7,

17
0,

80
0

88
,0

00
7,

25
8,

80
0

企
業

債

資
本

的
収

入
7,

17
9,

98
2

88
,0

00
7,

26
7,

98
2

補
正

予
定

額
計

備
考

款
項

目

備
考

款
項

目
既

決
予

定
額

既
決

予
定

額

地
方

消
費

税
消

費
税

及
び

9,
01

8
△

 1
1
8

病
院

事
業

21
,8

86
,7

3
1

△
 1

1
8

21
,8

86
,6

1
3

費
用

8,
90

0
△

 1
1
8

令
和

７
年

度
釧

路
市

病
院

事
業

会
計

補
正

予
算

実
施

計
画

△
 1

1
8

補
正

予
定

額
計

医
業

外
費

用
34

0,
00

4
33

9,
88

6

- 51 -



（
間

接
法

に
よ

り
作

成
）

１
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

当
年

度
純

利
益

（
△

は
損

失
）

減
価

償
却

費

固
定

資
産

除
却

費

有
形

固
定

資
産

売
却

損
益

（
△

は
益

）

退
職

給
付

引
当

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

貸
倒

引
当

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

長
期

前
受

金
戻

入
額

修
学

資
金

給
与

費

長
期

前
払

消
費

税
の

増
減

額
（
△

は
増

加
）

資
本

費
繰

入
収

益

受
取

利
息

及
び

受
取

配
当

金

支
払

利
息

未
収

金
の

増
減

額
（
△

は
増

加
）

貯
蔵

品
の

増
減

額
（
△

は
増

加
）

前
払

金
の

増
減

額
（
△

は
増

加
）

未
払

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

未
払

費
用

の
増

減
額

（
△

は
減

少
）

預
り

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

小
計

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額

利
息

の
支

払
額

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

２
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

有
形

固
定

資
産

の
売

却
に

よ
る

収
入

国
庫

補
助

金
等

の
返

還
に

よ
る

支
出

一
般

会
計

又
は

他
の

特
別

会
計

か
ら

の
繰

入
金

に
よ

る
収

入

修
学

資
金

の
貸

付
に

よ
る

支
出

修
学

資
金

の
返

還
に

よ
る

収
入

基
金

の
積

立
に

よ
る

支
出

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1

△
 1

4
,1

8
3

令
和

７
年

度
釧

路
市

病
院

事
業

予
定

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

補
正

(
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
８
年
３
月
３
１
日
ま
で
）

（
単

位
　

千
円

）

△
 9

6
2
,6

2
5

1,
20

6,
84

3

34
,8

54

△
 1

,5
0
0

△
 2

1
0
,0

8
7

△
 2

2
9
,9

6
2

△
 1

,4
3
0

1,
03

0

△
 6

3
2
,8

1
5

37
,9

08

△
 5

2
9
,8

4
6

△
 5

3

15
9,

70
7

△
 1

,5
8
2

1,
00

0

4,
56

5

△
 1

2
7
,4

5
5

△
 7

9
2
,4

6
9

△
 6

,5
9
9
,0

7
9 1

△
 3

0
0

12
7,

45
5

△
 6

1
,1

7
6

53

△
 1

5
9
,7

0
7

9,
18

0

△
 5

1

△
 6

,5
2
3
,9

7
0

- 52 -



３
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

一
時

借
入

れ
に

よ
る

収
入

一
時

借
入

金
の

返
済

に
よ

る
支

出

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
に

よ
る

収
入

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
の

償
還

に
よ

る
支

出

寄
附

金
に

よ
る

収
入

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

４
資

金
減

少
額

５
資

金
期

首
残

高

６
資

金
期

末
残

高

4,
50

0,
00

0

△
 4

,5
0
0
,0

0
0

4
,6

0
8
,6

8
1

3
,3

4
9
,2

6
9

7,
25

8,
80

0

△
 1

,2
0
1
,7

7
4 1

6
,0

5
7
,0

2
7

1
,2

5
9
,4

1
2

- 53 -



千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％

1,
15

3,
66

8

1,
45

3,
21

0
6,

71
5,

89
0

8,
16

9,
10

0
31

,1
36

,9
00

10
0.

0
計

39
,3

06
,0

00
39

,3
05

,6
00

4
00

0

5.
5

－－
－

－
－

2,
17

3,
29

2

令
１

１
1,

15
3,

66
8

1,
15

3,
60

0
6
8

令
１

０
63

3,
36

9
63

3
,3

0
0

69

2.
9

－
－

－
63

3,
36

9
1.

6

－
－

－

－
3.

7

令
７

6,
71

5,
89

0
6,

71
5,

80
0

9
0

－

6,
71

5,
89

0
－

17
.1

令
８

27
,1

76
,5

71
27

,1
76

,5
00

71
－

6,
71

5,
89

0

－
27

,1
76

,5
71

69
.2

1,
45

3,
21

0
－

1,
45

3,
21

0

0
－

0

－
－

補 　 　 正 　 　 後

令
５

0
0

令
６

1,
45

3,
21

0
1,

45
3,

20
0

0

10
－

令
９

2,
17

3,
29

2
2,

17
3,

20
0

9
2

１  資  本  的  支  出

１  建 　 設 　 改 　 良 　 費

－

－

92

3.
0

新
棟

建
設

等
事

業

計
39

,2
18

,0
00

39
,2

17
,6

00
4
00

0
6,

62
7,

89
0

8,
08

1,
10

0
3
1,

13
6,

90
0

10
0.

0
1,

45
3,

21
0

－
0.

0

令
１

１
1,

15
3,

66
8

1,
15

3,
60

0
6
8

－
－

－
－

1,
15

3,
66

8

0

－
－

－
－

2,
17

3,
29

2
5.

5

63
3,

30
0

69
－

－
－

－
63

3,
36

9
1.

6

6,
62

7,
80

0
90

－
－

6,
62

7,
89

0
6,

62
7,

89
0

－
16

.9

令
８

27
,1

76
,5

71
27

,1
76

,5
00

71
－

－
－

－
27

,1
76

,5
71

69
.3

令
７

6,
62

7,
89

0

継
続

費
に

関
す

る
調

書
補

正

年
度

年
割

額

左
の

財
源

内
訳

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
（

見
込

）
額

当
該

年
度

支
払

義
務

発
生

予
定

額

変 　 　 　 　 　 　 　 　 　 更

補 　 　 正 　 　 前

令
５

0
0

令
９

2,
17

3,
29

2
2,

17
3,

20
0

令
１

０
63

3,
36

9

0
0

0
－

0
－

当
該

年
度

末
ま

で
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額

翌
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額

継
続

費
の

総
額

に
対

す
る

進
捗

率

区
分

款
項

事
業

名

全
体

計
画

前
前

年
度

末
ま

で
の

支
払

義
務

発
生

額

0.
0

令
６

1,
45

3,
21

0
1,

45
3,

20
0

1
0

－
1,

45
3,

21
0

－
1,

45
3,

21
0

－
3.

7

- 54 -



（
単

位
　

千
円

）

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

有
形

固
定

資
産

4
0
,4

4
0
,7

1
4

預
り

金
6
1
,5

2
5

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
3
,9

5
2
,6

3
6

引
当

金
賞

与
引

当
金

令
和

７
年

度
釧

路
市

病
院

事
業

予
定

貸
借

対
照

表
補

正

(
令
和
８
年
３
月
３
１
日
）

資
産

の
部

未
払

金
1
,7

0
8
,8

6
8

固
定

資
産

未
払

費
用

1
3
2

有
形

固
定

資
産

合
計

1
6
,4

8
8
,0

7
8

収
益

化
累

計
額

3
,7

4
5
,3

3
7

長
期

貸
付

金
2
6
2
,3

4
9

電
話

加
入

権

5
2
9
,3

9
9

無
形

固
定

資
産

4
,4

7
8

法
定

福
利

費
引

当
金

1
0
2
,2

2
8

無
形

固
定

資
産

合
計

6
3
1
,6

2
7

投
資

そ
の

他
の

資
産

流
動

負
債

合
計

4
,4

7
8

引
当

金
合

計

4
,7

1
4
,3

6
0

繰
延

収
益

そ
の

他
流

動
負

債
1
6
0
,9

0
3

基
金

2
0
,2

1
3

長
期

前
受

金
△

 3
,8

6
2
,0

8
6

1
,3

9
1
,7

1
0

繰
延

収
益

合
計

出
資

金
1
,3

6
5

1
,2

8
8
,2

1
9

8
5
2
,2

7
4

固
定

資
産

合
計

1
7
,8

8
4
,2

6
6

負
債

合
計

2
2
,9

2
0
,5

3
3

流
動

資
産

資
本

の
部

長
期

前
払

消
費

税
1
,1

0
7
,7

8
3

剰
余

金

現
金

預
金

3
,3

4
9
,2

6
9

未
収

金
3
,2

4
3
,4

4
6

資
本

金

資
本

剰
余

金

資
産

合
計

2
4
,6

0
6
,1

2
3

受
贈

財
産

評
価

額

貸
倒

引
当

金
△

 6
,0

0
0

3
,2

3
7
,4

4
6

貯
蔵

品
9
1
,1

4
2

そ
の

他
流

動
資

産
8
9
,4

4
6

他
会

計
負

担
金

1
8
,3

6
8

負
債

の
部

寄
附

金
1
,7

8
3

6
,7

2
1
,8

5
7

資
本

剰
余

金
合

計

4
4
,0

0
0

1
8
,3

2
2
,9

2
2

1
0
9
,5

9
7

固
定

負
債

利
益

剰
余

金

企
業

債

2
8
7
,7

7
4

利
益

剰
余

金
合

計
2
8
7
,7

7
4

剰
余

金
合

計

負
債

資
本

合
計

2
4
,6

0
6
,1

2
3

引
当

金
退

職
給

付
引

当
金

3
,4

8
0
,9

3
8

3
9
7
,3

7
1

企
業

債
合

計
1
4
,8

4
1
,9

8
4

資
本

合
計

1
,6

8
5
,5

9
0

1
,1

8
2
,2

8
2

企
業

債
合

計
1
,1

8
2
,2

8
2

引
当

金
合

計
3
,4

8
0
,9

3
8

固
定

負
債

合
計

流
動

資
産

合
計

1
4
,8

4
1
,9

8
4

流
動

負
債

企
業

債

- 55 -



注
記 Ⅰ

重
要

な
会

計
方

針
Ⅲ

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
の

開
示

１
た

な
卸

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方

法
１

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
の

概
要

貯
蔵

品
　

先
入

先
出

法
に

よ
る

原
価

法
釧

路
市

病
院

事
業

会
計

は
、

市
立

釧
路

総
合

病
院

及
び

高
等

看
護

学
院

を
運

営
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

２
固

定
資

産
の

減
価

償
却

の
方

法
こ

の
２

つ
を

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
と

し
て

い
る

。
(１

)
有

形
固

定
資

産
（
リ
ー

ス
資

産
を

除
く

。
）

な
お

、
各

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
に

属
す

る
事

業
の

内
容

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。
・

減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

る
。

病
院

・
主

な
耐

用
年

数
看

護
師

養
成

建
物

1
0
～

4
7
年

２
報

告
セ

グ
メ

ン
ト
ご

と
の

営
業

収
益

等
構

築
物

1
0
～

5
0
年

前
年

度
（
自

　
令

和
６

年
４

月
１

日
　

至
　

令
和

７
年

３
月

３
１

日
）

器
械

備
品

 4
～

1
0
年

（
単

位
　

千
円

）
車

両
6
年

(２
)

リ
ー

ス
資

産
医

業
収

益
・

所
有

権
移

転
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・
リ
ー

ス
取

引
に

係
る

リ
ー

ス
資

産
医

業
費

用
自

己
所

有
の

固
定

資
産

に
適

用
す

る
減

価
償

却
方

法
と

同
一

の
方

法
を

採
用

し
て

い
る

。
医

業
損

益
・

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー

ス
取

引
に

係
る

リ
ー

ス
資

産
経

常
損

益
リ
ー

ス
期

間
を

耐
用

年
数

と
し

、
残

存
価

額
を

零
と

す
る

定
額

法
に

よ
る

。
セ

グ
メ

ン
ト
資

産
３

引
当

金
の

計
上

方
法

セ
グ

メ
ン

ト
負

債
(１

)
貸

倒
引

当
金

そ
の

他
の

項
目

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
回

収
不

能
見

込
み

額
他

会
計

繰
入

金
を

計
上

し
て

い
る

。
減

価
償

却
費

(２
)

退
職

給
付

引
当

金
特

別
利

益
職

員
の

退
職

手
当

の
支

給
に

備
え

る
た

め
、

当
事

業
年

度
末

に
お

け
る

退
職

手
当

の
要

支
給

額
に

特
別

損
失

相
当

す
る

金
額

を
計

上
し

て
い

る
。

高
等

看
護

学
院

に
つ

い
て

は
、

一
般

会
計

が
そ

の
全

部
を

負
担

す
有

形
固

定
資

産
及

び
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
計

上
し

て
い

な
い

。
無

形
固

定
資

産
の

増
加

額
(３

)
賞

与
引

当
金

職
員

の
期

末
・
勤

勉
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
支

給
見

込
額

に
基

当
年

度
（
自

　
令

和
７

年
４

月
１

日
　

至
　

令
和

８
年

３
月

３
１

日
）

づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て
い

る
。

 高
等

看
護

学
院

に
つ

い
て

は
、

一
般

（
単

位
　

千
円

）
会

計
が

そ
の

全
部

を
負

担
す

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

計
上

し
て

い
な

い
。

(４
)

法
定

福
利

費
引

当
金

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
職

員
の

期
末

・
勤

勉
手

当
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

セ
グ

メ
ン

ト
負

債
る

支
出

見
込

額
に

基
づ

き
、

当
事

業
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
高

等
看

護
学

院
そ

の
他

の
項

目
に

つ
い

て
は

、
一

般
会

計
が

そ
の

全
部

を
負

担
す

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

計
上

し
て

い
な

い
。

他
会

計
繰

入
金

４
消

費
税

等
の

会
計

処
理

減
価

償
却

費
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

は
税

抜
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
特

別
利

益
等

に
つ

い
て

は
、

当
事

業
年

度
の

費
用

と
し

て
処

理
し

て
い

る
。

 た
だ

し
、

固
定

資
産

に
係

る
控

除
対

象
特

別
損

失
外

消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期

前
払

消
費

税
勘

定
に

計
上

し
、

償
却

を
行

っ
て

い
る

。
有

形
固

定
資

産
及

び
無

形
固

定
資

産
の

増
加

額
Ⅱ

予
定

貸
借

対
照

表
等

関
連

１
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

Ⅳ
そ

の
他

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
当

事
業

年
度

の
末

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

以
内

１
貸

倒
引

当
金

の
取

り
崩

し
に

償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

。
）
の

う
ち

、
「
病

院
事

業
に

対
す

る
繰

出
基

準
」
に

基
づ

き
、

一
般

会
計

が
当

事
業

年
度

に
お

い
て

、
不

納
欠

損
処

分
を

す
る

た
め

貸
倒

引
当

金
7
,5

0
0
千

円
を

取
り

崩
す

。
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
8
,0

1
2
,1

3
3
千

円
で

あ
る

。
２

退
職

給
付

引
当

金
の

取
り

崩
し

当
事

業
年

度
に

お
い

て
、

退
職

手
当

を
支

給
す

る
た

め
退

職
給

付
引

当
金

3
2
7
,4

6
6
千

円
を

取
り

崩
す

。
３

賞
与

引
当

金
、

法
定

福
利

費
引

当
金

の
取

り
崩

し
当

事
業

年
度

に
お

い
て

、
期

末
・
勤

勉
手

当
を

支
給

す
る

た
め

賞
与

引
当

金
5
2
9
,3

9
9
千

円
を

取
り

崩
し

、
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
引

当
金

1
0
2
,2

2
8
千

円
を

取
り

崩
す

。

18
,8

81
,4

7
3

0
18

,8
81

,4
7
3

事
業

区
分

事
業

の
内

容
市

立
釧

路
総

合
病

院
高

等
看

護
学

院

市
立

釧
路

総
合

病
院

高
等

看
護

学
院

合
　

計
16

,7
46

,2
5
8

0
16

,7
46

,2
5
8

△
 2

,1
3
5
,2

1
5

0
△

 2
,1

3
5
,2

1
5

△
 1

,2
9
5
,3

8
0

1,
24

9
△

 1
,2

9
4
,1

3
1

19
,9

63
,1

1
8

0
19

,9
63

,1
1
8

17
,3

14
,9

0
4

0
17

,3
14

,9
0
4

1,
48

0,
00

0
69

,9
08

1
,5

49
,9

0
8

1,
17

1,
75

6
0

1,
17

1
,7

56
77

,0
89

0
7
7,

08
9

14
5,

20
8

0
1
45

,2
0
8

78
6,

91
7

0
7
86

,9
1
7

市
立

釧
路

総
合

病
院

高
等

看
護

学
院

合
　

計
24

,6
06

,1
2
3

0
24

,6
06

,1
2
3

22
,9

20
,5

3
3

0
22

,9
20

,5
3
3

1,
36

0,
49

3
74

,8
83

1
,4

35
,3

7
6

1,
20

6,
84

3
0

1,
26

0
,8

43

5,
35

7,
38

0
0

5,
35

7
,3

80

12
0,

00
1

0
1
20

,0
0
1

18
7,

85
5

0
1
87

,8
5
5
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議案第８９号 

 

令和７年度釧路市水道事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度釧路市水道事業会計の補正予算は、次に定めるところに

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 令和７年度釧路市水道事業会計予算第５条に定めた債務負担行為を

することができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補正する。 

区 分 事   項 期   間 限 度 額 

追 加 
阿寒・阿寒湖畔浄水場維持 

管理業務委託費 

令和８年度から 

令和12年度まで 
415,000千円 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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期
間

期
間

金
額

金
額

企
業
債

出
資
金

国
庫
補
助
金

債
務

負
担

行
為

に
関

す
る

調
書

補
正

区 　 分
事
　
　
　
項

限
度
額

負
担
額

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
見

込
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定
額

左
の

財
源

内
訳

翌
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額
左

の
財

源
内

訳

給
水
収
益
等

金
額

企
業
債

出
資
金

国
庫
補
助
金

給
水
収
益
等

0

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

阿
寒
・
阿
寒
湖
畔
浄
水
場

維
持
管
理
業
務
委
託
費

41
5
,0
00

41
5
,0
00

－
－

－
－

－

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

18
,9
96
,5
4
5

18
,5
81
,5
4
5

5,
91
3,
34
6

補 正 後

－

6,
6
26
,0
06

7,
0
41
,0
06

64
0
,0
00

補 正 前
合
　
　
　
　
計

－
8,
3
96
,1
37

6,
3
28
,3
46

17
,3
75
,2
8
2

1,
9
38
,1
39

45
8
,7
04

33
9
,4
35

50
0
,0
00

12
0
,1
60

0
59
2
,5
00

16
,9
60
,2
8
2

追 加
0

41
5,
0
00

－
－
令
8
～
令
1
2

41
5
,0
00

0
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議案第９０号 

 

令和７年度釧路市下水道事業会計補正予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度釧路市下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところ

による。 

（債務負担行為） 

第２条 令和７年度釧路市下水道事業会計予算第５条に定めた債務負担行為

をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補正する。 

区 分 事   項 期   間 限 度 額 

追 加 
下水終末処理場等維持管理 

業務委託費 

令和８年度から 

令和９年度まで 
379,800千円 

令和８年度から 

令和12年度まで 
6,319,500千円 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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－
－ 0

37
9,
80
0

37
9,
80
0

－
－

13
,1
77
,3
7
7
1
2,
88
7
,8
52

0

－－

千
円

千
円

－－

－
－

－
－

下
水
終
末
処
理
場

等
維
持
管
理

業
務
委
託
費

追 加
－－

－

42
6,
00
0

補 正 前 補 正 後

1,
14
4,
83
6
13
0,
00
0

7,
12
5,
30
0

合
　
　
　
　
計

6,
47
8,
07
7
6
,1
88
,5
52

－
4,
48
7,
71
6
1
,2
74
,8
36

0

0

6,
69
9,
30
0

19
5,
80
0
2
30
,2
0
00

0
37
9,
80
0

37
9
,8
00

0

0
0

令
8
～
令
1
2
6,
31
9,
50
0
6
,3
19
,5
00

0

令
8
～
令
9

千
円

千
円

6,
31
9,
50
0
6
,3
19
,5
00

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

他
会
計
補
助
金
、

受
益
者
負
担
金
及

び
内
部
留
保
資
金

期
間

金
額

金
額

下
水
道

事
業
収
益
企
業
債
国

庫
補
助
金

債
　
　
務
　
　
負
　
　
担
　
　
行
　
　
為
　
　
に
　
　
関
　
　
す
　
　
る
　
　
調
　
　
書
　
　
補
　
　
正

事
　
　
　
項

限
度
額

負
担
額

前
年
度
末
ま
で
の

支
払

義
務

発
生

見
込

額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定
額

左
　
　
の
　
　
財
　
　
源
　
　
内
　
　
訳

翌
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額
左
　
　
の
　
　
財
　
　
源
　
　
内
　
　
訳

他
会
計
補
助
金
、

受
益
者
負
担
金
及

び
内
部
留
保
資
金

期
間

金
額

下
水
道

事
業
収
益
企
業
債
国

庫
補
助
金

区 　 分
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議案第９１号 

 

釧路市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

釧路市印鑑条例（平成１７年釧路市条例第２７号）の一部を次のように改

正する。 

第１４条に次のただし書を加える。 

ただし、印鑑登録者が自ら申請する場合において、規則で定める書類の

提示によりその者が本人であることを確認することができるときは、市長

は、印鑑登録証の添付を省略させることができる。 

第１７条第１号中「とき（」の次に「第１４条ただし書又は」を加える。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

市民の利便性向上を図るため、印鑑登録証明書の交付に係る申請手続を

見直したく、本案を提出するものである。 
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議案第９２号 

 

釧路市職員の育児休業等に関する条例及び釧路市企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

（釧路市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 釧路市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年釧路市条例第４

７号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「及び第２項の」を「から第３項まで及び第５項の」に改める。 

第２０条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）を除く」を「を除く。次条におい

て同じ」に改める。 

第２１条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第

１項を次のように改める。 

育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１

項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、

３０分を単位として行うものとする。 

第２１条第２項及び第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、

同条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第２１条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求す

る同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）

の承認は、１時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲

げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休

業を承認することができる。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場

合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 

当該勤務時間の時間数 
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(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、

当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２１条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、

毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準と

して条例で定める時間） 

第２１条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時

間を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応

じ、当該各号に定める時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１

０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２１条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、

配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその

他の同条第２項の規定による申出時に予測することができなかった事実

が生じたことにより同条第３項の規定による変更（以下「第３項変更」

という。）をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの

子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

第２２条中「職員が」の次に「育児休業法第１９条第１項に規定する」

を加える。 

第２３条を次のように改める。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第２３条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条

第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

（釧路市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 釧路市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年釧
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路市条例第２８１号）の一部を次のように改正する。 

第２２条第２項中「一部を」を「全部又は一部（２時間を超えない範囲

内又は１年につき管理者が指定する時間を超えない範囲内の時間に限る。

）を」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年

法律第５号）による改正後の地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、こ

の条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承

認の請求をする場合における第１条の規定による改正後の釧路市職員の育

児休業等に関する条例第２１条の４の規定の適用については、同条第１号

中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「

１０」とあるのは「５」とする。 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典  

 

（説明） 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、部分休業の取得

形態を拡充する等の所要の改正をいたしたく、本案を提出するものである。 
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議案第９３号 

 

釧路市自然と太陽光発電施設の調和に関する条例 

 

釧路市は、特別天然記念物であるタンチョウをはじめとする多様な動植物

の生息生育地である「釧路湿原」と、世界で唯一の大型球状マリモが生育す

る阿寒湖を有する「阿寒摩周」の二つの国立公園に抱かれ、雄大で豊かな自

然に恵まれたまちである。 

本市の類まれな自然環境は、酪農を主力とする農業、豊富な森林資源を有

する林業、国内有数の水揚げ量を誇る水産業、そして食や自然資源を魅力と

する観光業など、地域経済にも多大な恩恵をもたらすとともに、釧路湿原国

立公園及びその周辺をはじめとする本市の湿原域は、保水浄化機能、洪水調

節機能、気候緩和機能など、この地域を水不足や災害から守る重要な役割を

担っている。 

近年、この雄大で豊かな自然環境の下での太陽光発電施設の設置が進み、

特に釧路湿原国立公園周辺においてその動きが顕著なものとなっている。貴

重な野生動植物の生息生育環境が脅かされる事態が懸念され、生物多様性の

低下や湿原域の減少による防災減災機能の低下が危惧される。 

一方、地球温暖化の防止は私たちの未来を守るための喫緊の課題であり、

太陽光を含む再生可能エネルギー事業は、本市の実情に応じ、積極的に進め

られなければならない。 

以上のことから、太陽光発電施設による発電事業の推進と自然環境及び生

活環境との調和を図り、市民の貴重な財産であり誇りでもある本市の自然環

境を次世代に継承していくため、本条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電施設の適切な設置及び管理のために必要な

手続等を定めることにより、太陽光発電施設と自然環境及び生活環境との

調和を図り、もって、人と自然が共生した持続可能な地域社会の発展に寄
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与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 太陽光発電施設 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別

措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第２項に規定する再生可能

エネルギー発電設備のうち、太陽光をエネルギー源とする設備及びその

附属設備（送電に係る電柱その他規則で定める設備を除く。）をいう。 

(2) 設置事業 太陽光発電施設の設置（増設を含む。以下同じ。）（これ

を行うための樹木の伐採、土地の造成等による区画形質の変更を含む。

）を行う事業をいう。ただし、次に掲げる太陽光発電施設に係るものを

除く。 

ア 出力が１０キロワット未満の太陽光発電施設（同一又は共同の関係

にあると認められる事業者が、近接した場所に設置する太陽光発電施

設の合算した出力が１０キロワット以上となるものを除く。） 

イ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する

建築物の屋根、屋上又は壁面に設置する太陽光発電施設 

ウ 国又は地方公共団体が設置する太陽光発電施設 

(3) 発電事業 太陽光発電施設（設置事業により設置された太陽光発電施

設に限る。）を用いて発電を行う事業をいう。 

(4) 太陽光事業 設置事業及び発電事業をいう。 

(5) 事業者 設置事業を計画し、これを実施する者又は発電事業を実施す

る者をいう。 

(6) 事業区域 太陽光事業を実施する一団の土地であって、柵塀等の工作

物の設置その他の方法により当該土地以外の土地と区別された区域をい

う。ただし、次に掲げる区域は、事業区域に含めるものとする。 

ア 設置事業の実施に当たり、法令（他の条例を含む。以下同じ。）に

基づく許認可等（許可、認可、承認、同意その他これらに類する行為
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をいう。以下同じ。）を同時期に受ける区域 

イ 物理的形状又は所有者若しくは事業者の形態によって一体と認めら

れる区域 

(7) 工事施工者 設置事業に関する工事を請け負った者をいう。 

(8) 近隣住民等 次に掲げる者をいう。 

ア 事業区域の境界から規則で定める範囲の区域（以下「近隣区域」と

いう。）に居住する者 

イ 所有権、賃借権、地上権、地役権その他の権原により、近隣区域の

土地又は建物を使用し、当該土地又は建物において事業活動その他の

活動を行う者 

ウ 近隣区域にその区域を含む町内会（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２６０条の２第１項に規定する地縁による団体その他これ

に類する団体をいう。）の代表者 

エ 事業区域に隣接する土地（水路又は道路を挟んで隣接する土地を含

む。）及び当該土地上にある建物を所有する者 

（市の責務） 

第３条 市は、第１条の目的を達成するため、必要な措置を適切かつ円滑に

講ずるものとする。 

 （事業者の責務） 

第４条 事業者及び工事施工者（以下「事業者等」という。）は、関係法令

及びこの条例を遵守し、災害を防止し、自然環境及び生活環境に十分配慮

し、近隣住民等と良好な関係を保つものとする。 

２ 事業者は、太陽光発電施設を廃止したときは、速やかに当該太陽光発電

施設の解体、撤去、廃棄その他の必要な措置を行うよう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民（事業区域及びその周辺の土地の所有者を含む。）は、この条

例に基づく手続の実施に協力するよう努めるものとする。 

（禁止区域） 
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第９条 第１２条第１項の規定による申請をしようとする事業者（以下「申

請予定者」という。）は、当該申請をする前に、規則で定めるところによ

り、太陽光事業に関する計画（以下「事業計画」という。）を市長に届け

出て協議しなければならない。 

２ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

(1) 申請予定者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地。以下同じ。） 

(2) 事業区域の所在地及び面積 

(3) 太陽光発電施設を設置する位置 

(4) 設置する太陽光発電施設の発電出力 

(5) 前各号に掲げるもののほか規則で定める事項 

３ 市長は、第１項の規定による協議（以下「事前協議」という。）が終了

したときは、申請予定者にその旨を通知するものとする。この場合におい

て、市長は、必要に応じて当該通知に意見を付すことができる。 

４ 市長は、第１項の規定による届出があったときは、規則で定めるところ

により、その旨を公表するものとする。 

（特定保全種に係る生息調査等） 

第１０条 市長は、事前協議において、前条第１項の規定により届出のあっ

た事業計画における事業区域に特別保全区域が含まれる場合には、申請予

定者に対し、特定保全種の生息調査の実施及び特定保全種の保全の措置に

係る計画（以下「保全計画」という。）の作成を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定により特定保全種の生息調査の実施及び保全計画の

作成を求める場合は、その旨並びにこれらの実施及び作成に当たって必要

な要件を申請予定者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の場合において、特定保全種の生息調査の必要性の有無

並びに前項の規定による通知及び保全計画の内容について、第３１条第１

項に規定する釧路市特定保全種保全対策等検討委員会に意見を聴くことが

できる。 
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（近隣住民等に対する説明） 

第１１条 申請予定者は、事前協議の終了後において次条第１項の申請をす

る前に、規則で定めるところにより、説明会を開催し、近隣住民等に対し、

実施しようとする太陽光事業の内容について説明しなければならない。こ

の場合において、近隣住民等からの質問及び意見（以下「質問等」という。

）があったときは、規則で定めるところにより、当該質問等に回答しなけ

ればならない。 

２ 前項の説明会の開催に当たっては、申請予定者は、実施しようとする太

陽光事業の内容について近隣住民等の理解が得られるよう努めなければな

らない。 

３ 申請予定者は、第１項の説明会を開催しようとするときは、規則で定め

るところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

４ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところに

より、その内容を公表するものとする。 

（設置事業の許可） 

第１２条 事業者は、設置事業を実施しようとするときは、事業計画につい

て、あらかじめ、規則で定めるところにより、市長に申請し、許可を受け

なければならない。 

２ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

(1) 事業者の氏名及び住所 

(2) 事業区域の所在地及び面積 

(3) 工事施工者の氏名及び住所 

(4) 設置事業の完了時における土地の形状 

(5) 太陽光発電施設を設置する位置 

(6) 設置する太陽光発電施設の構造 

(7) 設置事業の期間及び工程 

(8) 設置する太陽光発電施設の発電出力 

(9) 植生の保全のための方策 
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(10)保全計画（事前協議において保全計画の作成を求めた場合に限る。） 

(11)排水施設その他土砂等の流出及び崩壊を防止する施設の計画 

(12)太陽光の反射、騒音等による生活環境に対する被害を防止するための

措置 

(13)前２号に掲げるもののほか、事故及び災害による被害を防止するため

の措置 

(14)設置事業の実施に必要となる法令に基づく許認可等の取得及び届出に

関する計画 

(15)設置事業の完了後における太陽光発電施設及び事業区域の維持管理に

関する計画 

(16)太陽光発電施設の廃止後における当該太陽光発電施設の解体及び撤去

並びにこれに伴い発生する廃棄物の処理並びにこれらに要する費用（以

下「廃棄等費用」という。）の積立てに関する計画 

(17)前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３ 市長は、第１項の規定による申請があったときは、規則で定めるところ

により、その旨を公表するものとする。 

（設置許可の基準等） 

第１３条 市長は、前条第１項の許可（以下「設置許可」という。）の申請

があった場合は、当該申請に係る事業計画が次の各号のいずれにも該当す

ると認めるときでなければ、設置許可をしてはならない。 

(1) 設置事業の着手に先立って法令に基づく許認可等を必要とする場合は、

当該許認可等を受けていること。 

(2) 設置事業の着手に先立って法令に基づく届出を必要とする場合は、当

該届出を行っていること。 

(3) 自然環境の保全に関する措置が規則で定める基準に適合していること。 

(4) 雨水排水施設等が規則で定める基準に適合していること。 

(5) 道路、河川、水路その他の公共施設の構造、管理等に支障を来すおそ

れがないものとして規則で定める基準に適合していること。 
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(6) 太陽光の反射、騒音等による生活環境に対する被害を防止するための

措置その他近隣住民等の生活環境を保全するための措置が規則で定める

基準に適合していること。 

(7) 設置する太陽光発電施設が電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）、

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法その他の関係

法令の基準に適合していること。 

(8) 不正な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がないこ

と。 

２ 市長は、設置許可の申請をした事業者（第３号にあっては、当該事業者

又は当該事業者による設置事業に係る工事施工者）が次のいずれかに該当

するときは、設置許可をしないことができる。 

(1) 第１１条第１項に規定する説明会及び近隣住民等からの質問等に対す

る回答を適切に行っていないとき。 

(2) 第２１条の規定により、設置許可を取り消された日から起算して２年

を経過しないとき。 

(3) 釧路市暴力団排除条例（平成２４年釧路市条例第３３号）第２条第１

号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に

規定する暴力団関係事業者と認められるとき。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、設置許可に条件を付すことができ

る。 

４ 市長は、設置許可をしたとき又はしないときは、規則で定めるところに

より、その旨を公表するものとする。 

（変更の許可） 

第１４条 設置許可を受けた事業者（以下「許可事業者」という。）は、当

該設置許可に係る事業計画の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、

規則で定めるところにより、市長に申請し、許可を受けなければならない。

ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

２ 第９条から第１１条まで及び前条の規定は、前項の許可（以下「変更許
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可」という。）について準用する。この場合において、必要な技術的読替

えは、規則で定める。 

３ 許可事業者は、第１項ただし書の変更をしようとするときは、規則で定

めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

（太陽光発電施設等の維持管理） 

第１５条 事業者は、設置許可に係る事業計画に従い、太陽光発電施設及び

事業区域の維持管理をしなければならない。 

（廃棄等費用の積立て） 

第１６条 事業者は、設置許可に係る事業計画に従い、廃棄等費用の積立て

を行わなければならない。 

 （損害賠償責任保険への加入） 

第１７条 事業者は、太陽光事業の実施に当たっては、設置事業に着手する

日から当該設置事業に係る太陽光発電施設を廃止する日までの間、当該太

陽光事業の実施に起因して生じた他人の生命又は身体及び財産に係る損害

を填補する保険又は共済（以下「損害賠償責任保険」という。）への加入

をしなければならない。ただし、設置事業に係る期間中の損害賠償責任保

険への加入にあっては、当該設置事業に係る工事施工者が損害賠償責任保

険への加入をすることで足りるものとする。 

 （標識の掲示） 

第１８条 事業者は、設置事業に着手する日から当該設置事業に係る太陽光

発電施設を廃止する日までの間、事業区域内の道路に面する場所その他の

外部から見やすい場所に、規則で定めるところにより、標識を掲示しなけ

ればならない。 

（着手の届出） 

第１９条 事業者は、設置事業に着手しようとするときは、規則で定めると

ころにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところに

より、その内容を公表するものとする。 
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（完了の届出等） 

第２０条 事業者は、設置事業を完了したときは、規則で定めるところによ

り、その旨を市長に届け出なければならない。設置事業を廃止したときも

同様とする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところに

より、その内容を公表するものとする。 

（許可の取消し） 

第２１条 市長は、許可事業者（第５号にあっては、許可事業者又は許可事

業者による設置事業に係る工事施工者）が次の各号のいずれかに該当する

ときは、設置許可及び変更許可を取り消すことができる。 

(1) 虚偽その他不正な手段により、設置許可又は変更許可を受けたとき。 

(2) 設置許可若しくは変更許可に係る事業計画又は設置許可若しくは変更

許可に付した条件に従わないで設置事業を実施したとき。 

(3) 設置許可又は変更許可を受けた日（第１３条第３項の規定により設置

事業の着手日について条件を付したときは、市長が別に定める日。次号

において同じ。）から起算して１年を経過した日までに設置事業に着手

しなかったとき。 

(4) 設置許可又は変更許可を受けた日から起算して５年を経過した日まで

に設置事業を完了しなかったとき。 

(5) 損害賠償責任保険への加入をせずに設置事業を実施したとき。 

(6) 第２９条の規定による命令に従わなかったとき。 

（定期報告） 

第２２条 事業者は、設置事業が完了した後は、毎年度、次に掲げる事項に

ついて、規則で定めるところにより、市長に報告しなければならない。 

(1) 太陽光発電施設の前年度の維持管理の状況 

(2) 第１６条の規定による廃棄等費用の積立ての状況 

２ 事業者は、前項の報告を行う際に、併せて規則で定める財務計算に関す

る諸表及び損害賠償責任保険への加入を示す書類を市長に提出しなければ
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ならない。 

３ 第１項の規定による報告は、太陽光発電施設の撤去が完了するまでの間、

行わなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定による報告があったときは、規則で定めるところ

により、その内容を公表するものとする。 

（事故等の報告） 

第２３条 事業者は、事故又は災害により、発電事業に係る太陽光発電施設

に損壊が生じ、又は周辺地域の環境の保全に支障が生じた場合は、規則で

定めるところにより、その旨を市長に報告しなければならない。 

（廃止等の届出） 

第２４条 事業者は、太陽光発電施設を廃止し、当該太陽光発電施設を撤去

しようとするときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところに

より、その内容を公表するものとする。 

（地位の承継） 

第２５条 許可事業者から事業譲渡、相続、合併その他の理由により太陽光

事業を譲り受けた者は、この条例の規定による地位を承継する。 

２ 前項の規定により許可事業者の地位を承継した者は、規則で定めるとこ

ろにより、市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で定めるところに

より、その内容を公表するものとする。 

 （報告の徴収及び立入調査） 

第２６条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者等に対し、

報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に事業者等の事務所若しく

は事業区域に立ち入らせ、必要な調査（以下「立入調査」という。）をさ

せることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

- 81 -



し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 （指導及び助言） 

第２７条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者等に対し、

必要な指導及び助言をすることができる。 

 （勧告） 

第２８条 市長は、次に掲げる者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずる

よう勧告することができる。 

(1) 設置許可を受けないで、設置事業を実施する者 

(2) 設置許可及び変更許可の内容に適合しない設置事業を実施した者 

(3) 変更許可を受けないで、設置許可の内容を変更して設置事業を実施す

る者 

(4) 第１６条の規定に違反して、廃棄等費用の積立てを怠った者 

(5) 第１７条の規定に違反して、損害賠償責任保険への加入をせずに太陽

光事業を実施している者 

(6) 第１８条の規定に違反して、同条の標識の掲示をせずに太陽光事業を

実施する者 

(7) 第２２条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(8) 第２３条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(9) 第２６条の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は資料の提出を

せず、若しくは虚偽の資料の提出をした者 

(10)立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

(11)前条の規定による指導及び助言に正当な理由なく従わない者 

(12)設置した太陽光発電施設及びその事業区域（以下この号において「太

陽光発電施設等」という。）の維持管理が適切になされておらず、又は

極めて不完全であることに起因して災害が発生し、又は自然環境若しく

は生活環境に重大な影響を及ぼすおそれがあると市長が認める場合にお
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いて、当該太陽光発電施設により発電事業を実施する者（当該太陽光発

電施設が廃止されている場合にあっては、当該太陽光発電施設等を所有

し、又は管理する者） 

 （命令） 

第２９条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なくそ

の勧告に従わないときは、その者に対し、その勧告に係る措置を講ずるよ

う命ずることができる。 

 （公表） 

第３０条 市長は、第２１条の規定により設置許可若しくは変更許可を取り

消したとき、又は前条の規定による命令を受けた者が正当な理由なく当該

命令に従わないときは、規則で定めるところにより、当該者の氏名及び住

所並びに当該命令の内容を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、公

表されるべき者にその理由を通知し、意見を述べる機会を与えなければな

らない。 

（釧路市特定保全種保全対策等検討委員会） 

第３１条 市長の諮問に応じ、特定保全種の生息調査の実施及び保全計画の

作成に当たって必要となる要件その他特定保全種の保全の措置に関する事

項を調査審議するため、釧路市特定保全種保全対策等検討委員会（以下「

委員会」という。）を置く。 

２ 委員会の委員は、特定保全種について知見を有する者その他市長が必要

と認める者のうちから必要の都度、市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

ただし、再任を妨げない。 

４ 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も同様とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が定める。 

 （手数料） 
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第３２条 設置許可又は変更許可を受けようとする者は、次の各号に掲げる

申請の区分に応じ、当該各号に定める手数料を納付しなければならない。 

(1) 設置許可の申請 １件につき８万円（当該申請に係る事業区域に特別

保全区域が含まれる場合にあっては、３８万円） 

(2) 変更許可の申請 １件につき４万円（当該申請に係る事業区域に特別

保全区域が含まれる場合にあっては、１９万円） 

２ 市長は、特に必要があると認めるときは、手数料の全部又は一部を免除

することができる。 

３ 既納の手数料は、還付しない。ただし、市長が相当と認めるときは、手

数料の全部又は一部を還付することができる。 

 （委任） 

第３３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

   附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行し、第９条から第３０条まで

及び第３２条の規定は、令和８年１月１日以後に着手する設置事業及び当

該設置事業により設置した太陽光発電施設に係る発電事業並びにこれらを

実施する事業者について適用する。 

（釧路市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

２ 釧路市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（

平成１７年釧路市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第４項中「別表第１第２３項及び第２４項」を「別表第１第２４

項及び第２５項」に改め、同条第５項中「別表第１第２４項」を「別表第

１第２５項」に改める。 

第３条第４項及び第５項中「別表第１第２４項」を「別表第１第２５項

」に改める。 
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別表第１中第２４項を第２５項とし、第１２項から第２３項までを１項

ずつ繰り下げ、 

「 

 

 

 

を 

 

 

 

」 

「 

 

 

 

 

に 

 

 

 

 

」 

 改め、同表備考第２項中「第２４項」を「第２５項」に改める。 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

９ 介護認定審査会 

会長及

び合議

体の長 

１回 

１６，９００ ２ 級 

委員 １２，０００ ２ 級 

10 障害支援区分等審

査会 

会長及

び合議

体の長 

１６，９００ ２ 級 

委員 １２，０００ ２ 級 

11 災害弔慰金等支給

審査委員会 

委員長

及び合

議体の

長 

１６，９００ ２ 級 

委員 １２，０００ ２ 級 

９ 介護認定審査会 

会長及

び合議

体の長 

１回 

１６，９００ ２ 級 

委員 １２，０００ ２ 級 

10 障害支援区分等審

査会 

会長及

び合議

体の長 

１６，９００ ２ 級 

委員 １２，０００ ２ 級 

11 災害弔慰金等支給

審査委員会 

委員長

及び合

議体の

長 

１６，９００ ２ 級 

委員 １２，０００ ２ 級 

12 特定保全種保全対策等検討

委員会 
１４，０００ ２ 級 
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 本市における太陽光発電施設の適切な設置及び管理のために必要な手続等

について定めたく、本案を提出するものである。 
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議案第９４号 

 

釧路市国設阿寒湖畔スキー場条例の一部を改正する条例 

 

釧路市国設阿寒湖畔スキー場条例（平成１７年釧路市条例第１６５号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１項及び第２項を次のように改める。 

１ リフト 

区分 
単位及び金額 

大人１人につき 小人１人につき 

１回券 ３００円 １７０円 

回数券（１１回券） ３，０００円 １，７００円 

団体券（５回券） １，２００円 ６００円 

４時間券 ３，０００円 １，７００円 

１日券 ４，５００円 ２，３００円 

１時間券（２０時間分） １６，０００円 ９，０００円 

シーズン券 ４５，０００円 ３０，０００円 

備考  

１ 大人は高校生以上、小人は中学生以下とする（次項の表において同

じ。）。 

２ 団体は、１５人以上の場合とする。 

３ 各券は、１開設期間中有効とする（次項の表において同じ。）。た

だし、団体券、４時間券及び１日券は、発売当日限り有効とする。 

４ リフトの４時間券、１日券、１時間券及びシーズン券は、ロープト

ウにも有効とする。 

２ ロープトウ 

区分 
単位及び金額 

大人１人につき 小人１人につき 

１回券 ２００円 １００円 

回数券（１１回券） ２，０００円 １，０００円 

別表第３項の表中「２００円」を「４００円」に改める。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典  

 

（説明） 

釧路市国設阿寒湖畔スキー場の施設の利用に係る料金の区分を見直すとと

もに、利用料金の設定基準を改定いたしたく、本案を提出するものである。 
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議案第９５号 

 

厚岸町との定住自立圏形成協定の変更について同意を求める件 

 

厚岸町と締結した定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総行

応第３９号）に規定する定住自立圏形成協定を次のとおり変更することにつ

いて、議会の同意を得たい。 

記 

釧路市厚岸町定住自立圏形成協定の一部を変更する協定（案） （別 紙

） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

厚岸町との定住自立圏形成協定を変更することについて、釧路市議会の議

決すべき事件に関する条例の規定により議決を得たく、本案を提出するもの

である。 

 

（ 参 考 ）  

 

釧 路 市 議 会 の 議 決 す べ き 事 件 に 関 す る 条 例 抜 粋  

 

地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ９ ６ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、

本 市 議 会 の 議 決 す べ き 事 件 を 次 の と お り 定 め る 。  

（ １ 号  略 ）  

( 2 )  定 住 自 立 圏 構 想 推 進 要 綱 （ 平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日 総 行 応 第 ３ ９ 号 ）

に 規 定 す る 定 住 自 立 圏 形 成 協 定 を 締 結 し 、 若 し く は 変 更 し 、 又 は 同 協 定

の 廃 止 を 求 め る 旨 を 決 定 す る こ と 。  
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（別 紙） 

釧路市厚岸町定住自立圏形成協定の一部を変更する協定（案） 

 

 

釧路市（以下「甲」という。）と厚岸町（以下「乙」という。）は、平成２２年９

月２７日に締結した釧路市厚岸町定住自立圏形成協定の一部を次のとおり変更する協

定を締結する。 

第３条第１号オに次のように加える。 

(ｳ) 一般廃棄物の処理に関する連携 

a 取組の内容 

  一般廃棄物（不燃ごみ・粗大ごみ）の処理に関する事業を進める。 

b 甲の役割 

 一般廃棄物処理施設の安定的な運用を行い、圏域内の一般廃棄物を適正 

に処理する。 

c 乙の役割 

 甲と協議の上、関連する事業の実施に対し、必要な経費を負担する。 
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議案第９６号 

 

弟子屈町との定住自立圏形成協定の変更について同意を求める件 

 

弟子屈町と締結した定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総

行応第３９号）に規定する定住自立圏形成協定を次のとおり変更することに

ついて、議会の同意を得たい。 

記 

釧路市弟子屈町定住自立圏形成協定の一部を変更する協定（案） （別 

紙） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

弟子屈町との定住自立圏形成協定を変更することについて、釧路市議会の

議決すべき事件に関する条例の規定により議決を得たく、本案を提出するも

のである。 
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（別 紙） 

釧路市弟子屈町定住自立圏形成協定の一部を変更する協定（案） 

 

 

釧路市（以下「甲」という。）と弟子屈町（以下「乙」という。）は、平成２３年

６月２３日に締結した釧路市弟子屈町定住自立圏形成協定の一部を次のとおり変更す

る協定を締結する。 

第３条第１号オに次のように加える。 

(ｳ) 一般廃棄物の処理に関する連携 

a 取組の内容 

  一般廃棄物（不燃ごみ・粗大ごみ）の処理に関する事業を進める。 

b 甲の役割 

 一般廃棄物処理施設の安定的な運用を行い、圏域内の一般廃棄物を適正 

に処理する。 

c 乙の役割 

 甲と協議の上、関連する事業の実施に対し、必要な経費を負担する。 

 

- 95 -



- 96 -



議案第９７号 

 

訴 え の 提 起 の 件 

 

市は、次のとおり市営住宅の明渡し及び市営住宅使用料等の支払を求める

訴えを提起する。 

記 

１ 訴えの提起をする相手方 

別 添 

２ 請求の要旨 

(1) 相手方が使用している市営住宅（別添）を明け渡せ。 

(2) 相手方が滞納している上記住宅の使用料（入居取消後にあっては使用

料相当損害金）及び遅延損害金を支払え。 

(3) 訴訟費用は、相手方の負担とする。 

との判決と仮執行の宣言を求める。 

３ 訴訟遂行の方針 

(1) 市は、判決の結果必要がある場合は、上訴することができる。 

(2) 市は、本訴訟において、適当と認める条件で、相手方と和解すること

ができる。 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

市営住宅の使用料の長期滞納者に対し、市営住宅の明渡し及び市営住宅使

用料等の支払を求める訴えを提起いたしたく、本案を提出するものである。 

 

（ 参 考 ）  
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地 方 自 治 法 抜 粋  

 

（ 議 決 事 件 ）  

第 ９ ６ 条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 は 、 次 に 掲 げ る 事 件 を 議 決 し な け れ ば な

ら な い 。  

（ １ ～ １ １ 号  略 ）  

( 1 2 ) 普 通 地 方 公 共 団 体 が そ の 当 事 者 で あ る 審 査 請 求 そ の 他 の 不 服 申 立 て 、

訴 え の 提 起 （ 中 略 ） 、 和 解 （ 中 略 ） 、 あ つ せ ん 、 調 停 及 び 仲 裁 に 関 す る

こ と 。  

（ 以 下  略 ）  
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議案第９８号 

 

土 地 処 分 の 件 

 

市は、次のとおり土地を処分する。 

記 

１ 土地の表示 

所      在 面      積 

釧路市愛国１９１番５７５２ １１,８４４.９９平方メートル 

参 考（同時処分物件） 

工作物 門扉・金網フェンス・単管柵 各一式 

２ 処 分 金 額   １８５,９７０,０００円 

３ 処 分 先   北海道 

           北海道警察本部長 友 井 昌 宏 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

釧路市消防訓練場の土地の一部を処分することに関し、釧路市財産条例第

２条の規定に基づき議決を得たく、本案を提出するものである。 

 

（ 参 考 ）  

 

釧 路 市 財 産 条 例 抜 粋  

 

（ 議 会 の 議 決 に 付 す べ き 財 産 の 取 得 又 は 処 分 ）  

第 ２ 条  法 第 ９ ６ 条 第 １ 項 第 ８ 号 の 規 定 に よ り 議 会 の 議 決 に 付 さ な け れ ば な

ら な い 財 産 の 取 得 又 は 処 分 は 、 予 定 価 格 ２ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 の 不 動 産 （ 土

地 に つ い て は １ 件 ５ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上 の も の に 係 る も の に 限 る 。

） 若 し く は 動 産 の 買 入 れ 若 し く は 売 払 い 又 は 不 動 産 の 信 託 の 受 益 権 の 買 入

れ 若 し く は 売 払 い と す る 。  
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処分土地位置

釧路市中部地区

コミュニティセンター

位 置 図

釧路市消防訓練場

愛国

空中消火等補給基地

美原三丁目

美原四丁目

美原二丁目
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議案第９９号 

 

釧路市コミュニティセンターの指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

１ 公の施設の名称 

釧路市コミュニティセンター 

２ 指定管理者の名称及び主たる事務所の所在地 

株式会社美警 

釧路市新富士町６丁目２番１０号 

３ 指定管理者の行う業務 

(1) 施設の利用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実施に関する業務 

(3) 施設の利用に係る料金の収受に関する業務 

(4) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(5) その他市長が定める業務 

４ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

釧路市コミュニティセンターの指定管理者を指定することについて、地方

自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を得たく、本案を提出

するものである。 
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（ 参 考 ）  

 

地 方 自 治 法 抜 粋  

 

（ 公 の 施 設 の 設 置 、 管 理 及 び 廃 止 )  

第 ２ ４ ４ 条 の ２  （ １ 、 ２ 項  略 ）  

３  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 公 の 施 設 の 設 置 の 目 的 を 効 果 的 に 達 成 す る た め 必

要 が あ る と 認 め る と き は 、 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 法 人 そ の 他 の 団 体

で あ つ て 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 が 指 定 す る も の （ 以 下 本 条 及 び 第 ２ ４ ４ 条

の ４ に お い て 「 指 定 管 理 者 」 と い う 。 ） に 、 当 該 公 の 施 設 の 管 理 を 行 わ せ

る こ と が で き る 。  

（ ４ 、 ５ 項  略 ）  

６  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 指 定 管 理 者 の 指 定 を し よ う と す る と き は 、 あ ら か

じ め 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 以 下  略 ）  

 

釧 路 市 公 の 施 設 に 係 る 指 定 管 理 者 の 指 定 の 手 続 等 に 関 す る 条 例 抜 粋  

 

 （ 指 定 管 理 者 の 指 定 の 議 決 事 項 ）  

第 ６ 条  第 ５ 条 第 １ 項 の 議 決 に 係 る 議 案 に は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 明 示 す る も

の と す る 。  

( 1 )  指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 施 設 の 名 称  

( 2 )  指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 業 務 の 範 囲  

( 3 )  指 定 管 理 者 と な る も の の 名 称 及 び 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

( 4 )  指 定 管 理 者 の 指 定 の 期 間  
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議案第１００号 

 

福祉部の所管する公の施設の指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

議

決

事

項 

公の施設の名称 

左欄に掲げる公の施設について 

指定管理者の行う業務 

指定管理者の名称及び主たる事務

所の所在地 

指定期間 

１ 緑風荘 (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市老人福祉センター緑風荘運

営委員会 

釧路市鶴ケ岱３丁目１番４０号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

２ 釧路市第２老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市第２老人福祉センター清風

荘運営委員会 

釧路市愛国西３丁目２６番１号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

３ 釧路市第３老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市第３老人福祉センター鶴風

荘運営委員会 

釧路市鳥取北４丁目２１番２号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

４ 釧路市桜ケ岡老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市桜ケ岡老人福祉センター桜

花荘運営委員会 

釧路市桜ケ岡２丁目８番１号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 
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５ 釧路市大川町老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市大川町老人福祉センター橋

南荘運営委員会 

釧路市大川町３番３６号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

６ 釧路市柳町老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市柳町老人福祉センター鉄北

荘運営委員会 

釧路市柳町１番４６号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

７ 釧路市寿老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市寿老人福祉センター寿荘運

営委員会 

釧路市寿２丁目５番２号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

８ 釧路市美原老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市美原老人福祉センター美原

荘運営委員会 

釧路市美原４丁目３番１号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

９ 釧路市武佐老人福祉センター  (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市武佐老人福祉センター平成

荘運営委員会 

釧路市武佐４丁目３０番１１号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

10 釧路市星が浦老人福祉センター (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市星が浦老人福祉センター星

鶴荘運営委員会 

釧路市星が浦北３丁目１番３５号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 
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11 釧路市昭和老人集会所 (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他市長が定める業務 

釧路市昭和老人集会所運営委員会 

釧路市昭和町２丁目４番１８号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

12 釧路市高齢者生きがい交流プラザ (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設の使用料の収受に関する業務 

(4) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(5) その他市長が定める業務 

釧路市老人クラブ連合会 

釧路市米町４丁目３番１６号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

福祉部の所管する公の施設の指定管理者を指定することについて、地方自

治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を得たく、本案を提出す

るものである。 
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議案第１０１号 

 

釧路工業技術センターの指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

１ 公の施設の名称 

釧路工業技術センター 

２ 指定管理者の名称及び主たる事務所の所在地 

公益財団法人釧路根室圏産業技術振興センター 

釧路市鳥取南７丁目２番２３号 

３ 指定管理者の行う業務 

(1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実施に関する業務 

(3) 施設の使用料の収受に関する業務 

(4) 試験、検査等の手数料の収受に関する業務 

(5) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(6) その他市長が定める業務 

４ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

釧路工業技術センターの指定管理者を指定することについて、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を得たく、本案を提出するも
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のである。 
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議案第１０２号 

 

西港緑地等の指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

１ 公の施設の名称 

西港緑地、石油緩衝緑地、西港１号緑地及び西港２号緑地 

２ 指定管理者の名称及び主たる事務所の所在地 

株式会社篠原園芸 

釧路市花園町５番４号 

３ 指定管理者の行う業務 

(1) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(2) その他市長が定める業務 

４ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（説明） 

西港緑地等の指定管理者を指定することについて、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を得たく、本案を提出するものである。 
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議案第１０３号 

 

生涯学習部の所管する公の施設の指定管理者の指定の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基

づき、次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。 

記 

議

決

事

項 

公の施設の名称 

左欄に掲げる公の施設について 

指定管理者の行う業務 

指定管理者の名称及び主たる事務

所の所在地 

指定期間 

１ 釧路市中央図書館、釧路市西部地

区図書館、釧路市東部地区図書館

、釧路市中部地区図書館及び釧路

文学館 

(1) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(2) 釧路市中央図書館の多目的ホール、会議室

及び展示コーナーの利用の承認に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) その他教育委員会が定める業務 

一般財団法人くしろ知域文化財団 

釧路市中園町１９番１号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

２ 釧路市交流プラザさいわい (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設の使用料の収受に関する業務 

(4) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(5) レストランの管理運営に関する業務 

(6) その他教育委員会が定める業務 

一般財団法人釧路市民文化振興財

団 

釧路市幣舞町４番２８号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 

３ 釧路市阿寒町総合運動公園 (1) 施設の使用の承認に関する業務 

(2) 施設の設置目的を達成するための事業の実

施に関する業務 

(3) 施設の使用料の収受に関する業務 

(4) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(5) その他教育委員会が定める業務 

特定非営利活動法人グルスの杜あ

かん 

釧路市阿寒町富士見３丁目９番１

２号 

令和８年４月１日から令和１３年

３月３１日まで 
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  令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

  

（説明） 

生涯学習部の所管する公の施設の指定管理者を指定することについて、地

方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を得たく、本案を提

出するものである。 
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議案第１０４号 

 

令和６年度釧路市各会計決算認定の件 

 

令和６年度釧路市各会計歳入歳出決算（病院事業会計、水道事業会計、工

業用水道事業会計、下水道事業会計、公設地方卸売市場事業会計及び港湾整

備事業会計の各決算を除く。）を、監査委員の意見を付けて認定を求める。 

（決算書、決算説明書、主要施策成果報告書、財産に関する調書（明細書

）、決算審査意見書 別添） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（ 参 考 ）  

 

地 方 自 治 法 抜 粋  

 

（ 決 算 ）  

第 ２ ３ ３ 条  （ １ 、 ２ 項  略 ）  

３  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 監 査 委 員 の 審 査 に 付 し た 決

算 を 監 査 委 員 の 意 見 を 付 け て 次 の 通 常 予 算 を 議 す る 会 議 ま で に 議 会 の 認 定

に 付 さ な け れ ば な ら な い 。  

（ ４ 項  略 ）  

５  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 決 算 を 議 会 の 認 定 に 付 す

る に 当 た つ て は 、 当 該 決 算 に 係 る 会 計 年 度 に お け る 主 要 な 施 策 の 成 果 を 説

明 す る 書 類 そ の 他 政 令 で 定 め る 書 類 を 併 せ て 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ ６ 、 ７ 項  略 ）  

（ 基 金 ）  

第 ２ ４ １ 条  （ １ ～ ４ 項  略 ）  

５  第 １ 項 の 規 定 に よ り 特 定 の 目 的 の た め に 定 額 の 資 金 を 運 用 す る た め の 基

金 を 設 け た 場 合 に お い て は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 毎 会 計 年 度 、 そ の

運 用 の 状 況 を 示 す 書 類 を 作 成 し 、 こ れ を 監 査 委 員 の 審 査 に 付 し 、 そ の 意 見

を 付 け て 、 第 ２ ３ ３ 条 第 ５ 項 の 書 類 と 併 せ て 議 会 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。  

（ 以 下  略 ）  

 

地 方 自 治 法 施 行 令 抜 粋  

 

（ 決 算 ）  

第 １ ６ ６ 条  （ １ 項  略 ）  

２  地 方 自 治 法 第 ２ ３ ３ 条 第 １ 項 及 び 第 ５ 項 に 規 定 す る 政 令 で 定 め る 書 類 は 、

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書 、 実 質 収 支 に 関 す る 調 書 及 び 財 産 に 関 す る 調 書
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と す る 。  

（ ３ 項  略 ）  
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議案第１０５号 

 

令和６年度釧路市病院事業会計決算認定の件 

 

令和６年度釧路市病院事業会計決算を、監査委員の意見を付けて認定を求

める。 

（決算書、決算審査意見書  別添） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（ 参 考 ）  

 

地 方 公 営 企 業 法 抜 粋  

 

（ 決 算 ）  

第 ３ ０ 条  （ １ ～ ３ 項  略 ）  

４  地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 監 査 委 員 の 審 査 に 付 し た 決 算

を 、 監 査 委 員 の 意 見 を 付 け て 、 遅 く と も 当 該 事 業 年 度 終 了 後 ３ 月 を 経 過 し

た 後 に お い て 最 初 に 招 集 さ れ る 定 例 会 で あ る 議 会 の 認 定 （ 地 方 自 治 法 第 １

０ ２ 条 の ２ 第 １ 項 の 議 会 に お い て は 、 遅 く と も 当 該 事 業 年 度 終 了 後 ３ 月 を

経 過 し た 後 の 最 初 の 定 例 日 （ 同 条 第 ６ 項 に 規 定 す る 定 例 日 を い う 。 ） に 開

か れ る 会 議 に お い て 議 会 の 認 定 ） に 付 さ な け れ ば な ら な い 。  

（ 以 下  略 ）  
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議案第１０６号 

 

令和６年度釧路市水道事業会計決算認定の件 

 

令和６年度釧路市水道事業会計決算を、監査委員の意見を付けて認定を求

める。 

（決算書、決算審査意見書  別添） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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議案第１０７号 

令和６年度釧路市工業用水道事業会計決算認定の件 

令和６年度釧路市工業用水道事業会計決算を、監査委員の意見を付けて認

定を求める。 

（決算書、決算審査意見書  別添） 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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議案第１０８号 

 

令和６年度釧路市下水道事業会計決算認定の件 

 

令和６年度釧路市下水道事業会計決算を、監査委員の意見を付けて認定を

求める。 

（決算書、決算審査意見書  別添） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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議案第１０９号 

 

令和６年度釧路市公設地方卸売市場事業会計決算認定の件 

 

令和６年度釧路市公設地方卸売市場事業会計決算を、監査委員の意見を付

けて認定を求める。 

（決算書、決算審査意見書  別添） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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議案第１１０号 

 

令和６年度釧路市港湾整備事業会計決算認定の件 

 

令和６年度釧路市港湾整備事業会計決算を、監査委員の意見を付けて認定

を求める。 

（決算書、決算審査意見書  別添） 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 
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議案第１１１号 

 

教育委員会委員の任命について同意を求める件 

 

次の者を、釧路市教育委員会委員に任命いたしたいので、議会の同意を得

たい。 

記 

氏   名 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（ 参 考 ）  

 

地 方 教 育 行 政 の 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 法 律 抜 粋  

 

（ 任 命 ）  

第 ４ 条  （ １ 項  略 ）  

２  委 員 は 、 当 該 地 方 公 共 団 体 の 長 の 被 選 挙 権 を 有 す る 者 で 、 人 格 が 高 潔 で 、

教 育 、 学 術 及 び 文 化 （ 以 下 単 に 「 教 育 」 と い う 。 ） に 関 し 識 見 を 有 す る も

の の う ち か ら 、 地 方 公 共 団 体 の 長 が 、 議 会 の 同 意 を 得 て 、 任 命 す る 。  

（ ３ ～ ５ 項  略 ）  

（ 任 期 ）  

第 ５ 条  教 育 長 の 任 期 は ３ 年 と し 、 委 員 の 任 期 は ４ 年 と す る 。 （ 以 下  略 ）  
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議案第１１２号 

監査委員の選任について同意を求める件 

次の者を、釧路市監査委員に選任いたしたいので、議会の同意を得たい。 

記 

氏 名 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

（ 参 考 ）

地 方 自 治 法 抜 粋

（ 選 任 及 び 兼 職 の 禁 止 ）  

第 １ ９ ６ 条  監 査 委 員 は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 が 、 議 会 の 同 意 を 得 て 、 人

格 が 高 潔 で 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 財 務 管 理 、 事 業 の 経 営 管 理 そ の 他 行 政 運

営 に 関 し 優 れ た 識 見 を 有 す る 者 （ 議 員 で あ る 者 を 除 く 。 以 下 こ の 款 に お い

て 「 識 見 を 有 す る 者 」 と い う 。 ） 及 び 議 員 の う ち か ら 、 こ れ を 選 任 す る 。

（ た だ し 書 略 ）

（ ２ ～ ６ 項 略 ）

（ 任 期 ）  

第 １ ９ ７ 条 監 査 委 員 の 任 期 は 、 識 見 を 有 す る 者 の う ち か ら 選 任 さ れ る 者 に

あ つ て は ４ 年 と し 、 議 員 の う ち か ら 選 任 さ れ る 者 に あ つ て は 議 員 の 任 期 に

よ る 。 （ た だ し 書 略 ）
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議案第１１３号 

 

公平委員会委員の選任について同意を求める件 

 

次の者を、釧路市公平委員会の委員に選任いたしたいので、議会の同意を

得たい。 

記 

氏   名 

 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

 

（ 参 考 ）  

 

地 方 公 務 員 法 抜 粋  

 

（ 人 事 委 員 会 又 は 公 平 委 員 会 の 委 員 ）  

第 ９ 条 の ２  人 事 委 員 会 又 は 公 平 委 員 会 は 、 ３ 人 の 委 員 を も つ て 組 織 す る 。  

２  委 員 は 、 人 格 が 高 潔 で 、 地 方 自 治 の 本 旨 及 び 民 主 的 で 能 率 的 な 事 務 の 処

理 に 理 解 が あ り 、 か つ 、 人 事 行 政 に 関 し 識 見 を 有 す る 者 の う ち か ら 、 議 会

の 同 意 を 得 て 、 地 方 公 共 団 体 の 長 が 選 任 す る 。  

（ ３ ～ ９ 項  略 ）  

１ ０  委 員 の 任 期 は 、 ４ 年 と す る 。 （ 以 下  略 ）  
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諮問第２号 

人権擁護委員候補者の推薦について意見を求める件 

次の者を、人権擁護委員候補者に推薦いたしたいので、議会の意見を求め

たい。 

記 

氏 名 

氏 名 

氏 名 

令和７年９月４日提出 

釧路市長 鶴 間 秀 典 

（ 参 考 ）

人 権 擁 護 委 員 法 抜 粋

（ 委 員 の 推 薦 及 び 委 嘱 ）

第 ６ 条 （ １ 、 ２ 項  略 ）

３ 市 町 村 長 は 、 法 務 大 臣 に 対 し 、 当 該 市 町 村 の 議 会 の 議 員 の 選 挙 権 を 有 す

る 住 民 で 、 人 格 識 見 高 く 、 広 く 社 会 の 実 情 に 通 じ 、 人 権 擁 護 に つ い て 理 解

の あ る 社 会 事 業 家 、 教 育 者 、 報 道 新 聞 の 業 務 に 携 わ る 者 等 及 び 弁 護 士 会 そ

の 他 婦 人 、 労 働 者 、 青 年 等 の 団 体 で あ つ て 直 接 間 接 に 人 権 の 擁 護 を 目 的 と

し 、 又 は こ れ を 支 持 す る 団 体 の 構 成 員 の 中 か ら 、 そ の 市 町 村 の 議 会 の 意 見

を 聞 い て 、 人 権 擁 護 委 員 の 候 補 者 を 推 薦 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 以 下  略 ）  
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選挙第２号 

 

選挙管理委員及び補充員選挙の件 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８２条第１項及び第２項の規

定に基づき、釧路市選挙管理委員及び補充員各４人の選挙を求める。 

記 

選挙管理委員 

 

補  充  員 

 

令和７年９月４日付議 

釧路市議会議長 畑 中 優 周 

 

 （説明） 

 釧路市選挙管理委員及び補充員の任期満了（令和７年１１月１５日）に伴

い、各４人の選挙を求めたく、本案を付議するものである。 

 

（ 参 考 ）  

 

任 期 満 了 と な る 選 挙 管 理 委 員 及 び 補 充 員  

 

選 挙 管 理 委 員  小 笠 原   寛  西  塔  正  一  

 古  俣  静  子  淀  川  了  一  

補    充    員  諏  訪  信  哉  森      泉  

 宮  下    徹  佐  藤  道  雄  

 

地 方 自 治 法 抜 粋  

 

（ 選 挙 管 理 委 員 会 の 設 置 及 び 組 織 ）  

第 １ ８ １ 条  普 通 地 方 公 共 団 体 に 選 挙 管 理 委 員 会 を 置 く 。  

２  選 挙 管 理 委 員 会 は 、 ４ 人 の 選 挙 管 理 委 員 を 以 て こ れ を 組 織 す る 。  

（ 選 挙 管 理 委 員 及 び 補 充 員 の 選 挙 ）  

第 １ ８ ２ 条  選 挙 管 理 委 員 は 、 選 挙 権 を 有 す る 者 で 、 人 格 が 高 潔 で 、 政 治 及  

び 選 挙 に 関 し 公 正 な 識 見 を 有 す る も の の う ち か ら 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 議  

会 に お い て こ れ を 選 挙 す る 。  

２  議 会 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 選 挙 を 行 う 場 合 に お い て は 、 同 時 に 、 同 項 に  
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規 定 す る 者 の う ち か ら 委 員 と 同 数 の 補 充 員 を 選 挙 し な け れ ば な ら な い 。 補

充 員 が す べ て な く な つ た と き も 、 ま た 、 同 様 と す る 。  

（ ３ ～ ７ 項  略 ）  

８  委 員 又 は 補 充 員 の 選 挙 を 行 う べ き 事 由 が 生 じ た と き は 、 選 挙 管 理 委 員 会

の 委 員 長 は 、 直 ち に そ の 旨 を 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 及 び 長 に 通 知 し

な け れ ば な ら な い 。  

（ 任 期 ）  

第 １ ８ ３ 条  選 挙 管 理 委 員 の 任 期 は 、 ４ 年 と す る 。 但 し 、 後 任 者 が 就 任 す る  

時 ま で 在 任 す る 。  

（ ２ 項  略 ）  

３  補 充 員 の 任 期 は 、 委 員 の 任 期 に よ る 。  

（ ４ 項  略 ）  
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